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財形年金貯金規定 

 

（令和２年４月１日現在） 

１．（預入れの方法等） 

  （１）この貯金は、勤労者財産形成年金貯蓄非課税制度の適用をうけ、５年以上の期間にわたっ

て、最終預入日まで年１回以上一定の時期に事業主が貯金者の給与から天引して預入れるもの

とします。 

 （２）この貯金には、最終預入日までに支払われる勤労者財産形成給付金および勤労者財産形成

基金給付金を給付金支払機関または事業主を通じて預入れできるものとします。 

 （３）この貯金の預入れは、１口１円以上とします。 

 （４）この貯金については、通帳の発行にかえ、財産形成貯蓄貯金契約の証（以下、「契約の証」

といいます。）を発行し、預入れの残高を６か月に１回以上書面により通知します。 

 

２．（貯金の種類、とりまとめ継続方法） 

 （１）支払開始日は、最終預入日の６か月後（受取周期が２か月の場合は４か月後）の応当日か

ら５年後の応当日の属する月の翌月２８日までの間の任意の日とし、支払開始日の３か月前

（受取周期が２か月の場合は２か月前）の応当日を「年金元金計算日」とします。また、年金

元金計算日前１年ごとの年金元金計算日の応当日を「特定日」とします。 

 （２）前記第１条による貯金は、１口の期日指定定期貯金としてお預りします。ただし、預入日

から年金元金計算日までの期間が１年未満のときは、１口ごとに年金元金計算日を満期日とす

るスーパー定期貯金としてお預りします。 

 （３）特定日において、預入日（継続をしたときはその継続日）からの期間が２年を超える期日

指定定期貯金（本項により継続した期日指定定期貯金を含みます。）は満期日が到来したものと

し、その元利金の合計額をとりまとめ、１口の期日指定定期貯金に自動的に継続します。 

 （４）この期日指定定期貯金は、この規定の定めによる以外には満期日を指定することはできま

せん。 

 

３．（分割、支払方法） 

 （１）この貯金は、年金元金計算日に次により分割し、支払開始日以降５年以上２０年以内の期

間にわたって年金として支払います。この場合、すべての期日指定定期貯金は年金元金計算日

に満期日が到来したものとし、その元利金とスーパー定期貯金の元利金との合計額を「年金計

算基本額」とします。 

  ① 年金計算基本額をあらかじめ指定された支払回数で除した金額（ただし１００円単位とし

ます。）を元金として、年金元金計算日から３か月ごと（受取周期が２か月の場合は２か月ご

と）の応当日を満期日とする１２口（受取周期が２か月の場合は１８口）の期日指定定期貯

金またはスーパー定期貯金（以下、これらを「定期貯金（満期支払口）」といいます。）を作

成します。ただしスーパー定期貯金の預入期間は１年未満とします。 

  ② 年金計算基本額から前号により作成された定期貯金（満期支払口）の元金の合計額を差引

いた金額を元金として、１口の期日指定定期貯金（以下、これを「定期貯金（継続口）」とい

います。）を作成します。 

  ③ 定期貯金（満期支払口）は、各々その満期日に、元利金をあらかじめ指定された貯金口座

に入金します。 

 （２）定期貯金（継続口）は、満期日に前項に準じて取扱い、以後同様とします。この場合、前

項に「年金計算基本額」とあるのは「定期貯金（継続口）の元利金」と、「年金元金計算日」と

あるのは「定期貯金（継続口）の満期日」と、「あらかじめ指定された支払回数」とあるのは

「あらかじめ指定された支払回数のうち定期貯金（継続口）の満期日における残余の支払回数」

と読み替えるものとします。ただし、残余の支払回数が 12 回以下（受取周期が２か月の場合は


